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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第93期第３四半期連結累計期間、第94期第３四半期連結累計期間、第93期第３四半期連結会計期間及び第93

期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

４．第94期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第93期

第３四半期 
連結累計期間 

第94期
第３四半期 
連結累計期間 

第93期
第３四半期 
連結会計期間 

第94期 
第３四半期 
連結会計期間 

第93期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（百万円）  114,876  104,006  37,172  35,103  150,325

経常利益（百万円）  1,653  1,604  333  1,027  1,331

四半期（当期）純利益又は四半期
純損失（△） （百万円）  1,059  66  931  △216  598

純資産額（百万円） － －  35,503  35,388  34,562

総資産額（百万円） － －  137,768  131,028  125,080

１株当たり純資産額（円） － －  258.97  252.00  246.66

１株当たり四半期（当期）純利益
金額又は１株当たり四半期純損失
金額（△） （円） 

 8.18  0.52  7.22  △1.69  4.64

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額（円） 

 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  24.0  24.6  25.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー（百万円）  4,966  2,491 － －  1,805

投資活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △49  △2,596 － －  △2,897

財務活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △2,502  1,693 － －  △1,793

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（百万円） 

－ －  14,565  11,500  9,730

従業員数（人） － －  3,296  3,339  3,252
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グルー

プへの出向者を含む）であります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年12月31日現在

従業員数（人）  3,339

  平成21年12月31日現在

従業員数（人）  1,185
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(1）生産実績 

 当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．金額は、販売価格によっております。 

３．住宅・建設工事関連事業は当四半期完成工事高（工事進行基準を適用しているものを含む）を表示しており

ます。 

  

(2）受注状況 

 当第３四半期連結会計期間における住宅・建設工事関連事業の受注状況を示すと、次のとおりであります。な

お、住宅・建設資材関連事業については、計画生産を行っております。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当期工事受注高及び工事受注残高を表示しております。 

  

(3）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）
  

前年同四半期比（％）

住宅・建設資材関連事業  23,525  5.1

住宅・建設工事関連事業  2,558  30.3

合計  26,084  7.1

事業の種類別セグメントの名称  
受注高

（百万円） 

  
受注残高 
（百万円） 

前年同四半期比（％） 前年同四半期比（％）

住宅・建設工事関連事業  395  △88.4  7,619  △24.5

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）
  

前年同四半期比（％）

住宅・建設資材関連事業  32,424  △4.1

住宅・建設工事関連事業  2,678  △20.4

合計  35,103  △5.6

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(1）業績の状況 

 当第３四半期連結会計期間（３ヶ月）のわが国経済は、設備投資や個人消費の低迷、雇用環境の悪化など先行きの

不透明感が強く、依然として厳しい経済環境となりました。 

 住宅業界におきましては、平成21年７～９月の新設住宅着工戸数が、総戸数18万6,904戸（前年同期比35.8％減）

と極めて低い水準で推移したことから厳しい環境となりました。また、平成21年10～12月の新設住宅着工戸数は、11

月に持家が14ヶ月ぶりに増加するなど、下げ止まりの兆しが見られるものの、総戸数20万4,616戸（前年同期比

20.9％減）と引き続き低い水準で推移しております。 

 このような経営環境のもと、当社グループは新設住宅着工戸数のみに依存しない事業構造を構築するため、企業体

質の強化と、成長が見込まれる市場・分野の開拓に努めました。企業体質の強化につきましては、原材料コストの削

減や生産性向上を図るとともに、総人件費をはじめとする固定費の削減にグループ全体で取り組むことで、損益分岐

点の引き下げを進めました。成長市場・分野の開拓につきましては、合板代替のエコ素材事業（インシュレーション

ボード、ダイロートン、ＭＤＦ、ダイライト、ハードボード）の拡大に向け、非住宅市場、産業資材市場、海外市場

における用途開拓、顧客開拓を進めました。また、昨年12月に開催された日本最大級の環境展示会「エコプロダクツ

2009」では、エコ素材独自の環境配慮性と機能性を多くの企業、エンドユーザーに訴求することで、新たなビジネス

チャンスの獲得を図りました。リモデル市場の開拓につきましては、環境配慮を軸とした「グリーンリモデル」を広

くお客様に提案し需要の掘り起こしを進めました。 

 この結果、当第３四半期連結会計期間（３ヶ月）の業績は、売上高351億３百万円（前年同期比5.6％減）、営業利

益12億円（前年同期比137.9％増）、経常利益10億27百万円（前年同期比207.5％増）、四半期純損失２億16百万円

（前年同期は四半期純利益９億31百万円）となりました。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間（９ヶ月）の業績は、売上高1,040億６百万円（前年同期比9.5％減）、営

業利益18億89百万円（前年同期比1.1％増）、経常利益16億４百万円（前年同期比2.9％減）、四半期純利益66百万円

（前年同期比93.7％減）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

  

（住宅・建設資材関連事業） 

 当社コア事業である合板代替のエコ素材事業につきましては、インシュレーションボードの有する透湿性を活かし

た「長期耐久性屋根下地システム」をフクビ化学工業株式会社と共同で開発しました。ＭＤＦは国内市場、海外市場

で新規需要の獲得を進め、ダイロートンはビル・店舗向けロックウール天井材のシェア拡大により、前年同期を大き

く上回る売上となりました。 

 床材を中心とする内装材事業につきましては、昨年７月の発売以来、市場から高い評価をいただいている高機能Ｗ

ＰＣ床材「エクオスロッゾ」「エクオスミラー」の拡販を進める一方、高齢者や子供の歩行に配慮した滑りにくい床

材「おもいやりフロア」や、リモデル用ペット共生床材「ワンパークフロアスリム」、国産針葉樹合板と特殊ＭＤＦ

を組み合わせたエコ台板採用の環境配慮型床材「フォレスハード」の全国発売など、市場ニーズに対応した品揃えの

強化を図りました。 

 住機製品事業につきましては、国内生産拠点の見直しと海外生産の拡大、納期短縮を進める一方、中核製品である

ドア、収納への「銘木調タイプ」追加や、ペット対応製品の拡充を進めることで、市場対応力の強化を図りました。

 営業面につきましては、昨年11月の新製品発売に先立ち、「東京ショールーム（秋葉原）新製品フェア2009」を開

催し、多くのお客様に新製品を直に体感していただくことで売上拡大に努めました。 

 この結果、当第３四半期連結会計期間（３ヶ月）の業績は、売上高324億24百万円（前年同期比4.1％減）、営業利

益13億14百万円（前年同期比164.2％増）となりました。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間（９ヶ月）の業績は、売上高927億61百万円（前年同期比8.8％減）、営業

利益20億41百万円（前年同期比16.1％増）となりました。 

  

（住宅・建設工事関連事業） 

 建設工事関連事業につきましては、業務効率を高めることで原価低減を進める一方、複合受注と展開エリアの拡大

による新規需要の開拓に努めました。住宅工事関連事業につきましては、リフォーム需要の獲得を図りましたが、注

文住宅、分譲一戸建の受注減少で工事金額が減少しました。 

 この結果、当第３四半期連結会計期間（３ヶ月）の業績は、売上高26億78百万円（前年同期比20.4％減）、営業損

失１億13百万円（前年同期は営業利益７百万円）となりました。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間（９ヶ月）の業績は、売上高112億45百万円（前年同期比14.3％減）、営

業損失１億52百万円（前年同期は営業利益１億11百万円）となりました。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、仕入債務の増加等によ

り、第２四半期連結会計期間末と比較して28億28百万円の増加となりました。 

  

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は39億81百万円（前年同期比10.1％減）となりました。これは主に仕入債務の増加等

によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は７億６百万円（前年同期は８億88百万円の獲得）となりました。これは主に有形固

定資産の取得等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は４億41百万円（前年同期比35.4％減）となりました。これは主に配当金の支払等に

よるものであります。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

(4）研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、３億53百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見直し 

 当社グループは平成20年度を初年度とする中期経営計画のもと、新設住宅着工戸数のみに依存しない事業構造の構

築を進め、ＲＯＡの向上を目指してまいります。当面の課題としましては、世界同時不況の影響により急激に縮小す

る需要環境への対応が優先課題であり、固定費の削減など企業体質の強化に注力することで厳しい経営環境下でも利

益が出せる体質作りを進めてまいります。 

 経営戦略課題は以下のとおりであります。 

 ① 利益重視の効率経営を行う。 

 ② 新たな事業領域・市場領域の開拓を行う。 

 ③ エコ素材を軸に事業拡大、新たな事業領域の開拓を行う。 

 ④ 積極的にＭ＆Ａに取り組む。 

 ⑤ ＣＳＲ経営を徹底する。 

 ⑥ 人材開発・育成を行う。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 前四半期連結会計期間末において計画中であったエコテクノ㈱（国内子会社）の工場敷地購入計画は、平成22年

４月の取得に向けて継続しております。 

 また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の売却計画は次のとおりであります。 

  

  

第３【設備の状況】

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容
期末帳簿価額 
（百万円） 

売却の 
予定時期 

売却による
減少能力 

大建工業㈱ 
内装材事業部  

名古屋市 
中川区 

住宅・建設資
材関連事業 

内装材製造工場跡地
土地、建物等   192 未定 －
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  398,218,000

計  398,218,000

種類 
第３四半期会計期間末現在
発行数（株） 
（平成21年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  130,875,219  130,875,219

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

単元株式数 

1,000株 

計  130,875,219  130,875,219 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成21年10月１日～ 
平成21年12月31日 

 －  130,875  －  13,150  －  11,850

（５）【大株主の状況】

8



 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

  

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 （注） 当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は3,086,344株であります。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   3,094,000 － 単元株式数 1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式  127,539,000  127,539 同上 

単元未満株式 普通株式    242,219 － － 

発行済株式総数       130,875,219 － － 

総株主の議決権 －  127,539 － 

  平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 

大建工業株式会社 

富山県南砺市井波１番地
１   3,085,000  －  3,085,000  2.36

（相互保有株式） 

株式会社岡山臨港  

岡山市南区海岸通２丁目
１番16号   9,000  －  9,000  0.01

計 －  3,094,000  －  3,094,000  2.36

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  177  165  189  174  200  240  234  205  226

最低（円）  153  154  155  149  160  184  196  175  190

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

(1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期

間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期

連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日

から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）従来、語尾を「である」調で記載しておりましたが、第１四半期連結累計（会計）期間より「ですます」調の丁

寧な表現で記載することに変更いたしました。なお、前第３四半期連結累計（会計）期間についても同様に表現を

変更しております。  

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、明澄監査法人に

よる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】

10



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,565 9,770

受取手形及び売掛金 ※5  30,658 24,552

商品及び製品 11,939 12,410

仕掛品 1,829 2,039

原材料及び貯蔵品 3,626 3,749

半成工事 3,284 3,422

繰延税金資産 1,598 1,062

その他 3,235 4,631

貸倒引当金 △165 △93

流動資産合計 67,571 61,545

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  11,766 ※1  11,416

機械装置及び運搬具（純額） ※1, ※4  12,395 ※1  12,925

土地 15,492 15,759

建設仮勘定 652 1,126

その他（純額） ※1  1,707 ※1  1,144

有形固定資産合計 42,014 42,372

無形固定資産   

のれん 1,313 1,414

その他 693 612

無形固定資産合計 2,006 2,027

投資その他の資産   

投資有価証券 9,417 8,667

前払年金費用 3,177 3,681

繰延税金資産 4,866 4,444

その他 2,961 2,886

貸倒引当金 △1,031 △598

投資その他の資産合計 19,391 19,080

固定資産合計 63,412 63,480

繰延資産 44 55

資産合計 131,028 125,080
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※5  18,297 16,656

短期借入金 13,871 13,719

1年内返済予定の長期借入金 4,408 3,765

未払金 24,936 23,470

未払法人税等 416 880

賞与引当金 931 1,290

事業構造改善引当金 118 849

事務所移転損失引当金 － 224

繰延税金負債 1 －

その他 5,476 4,690

流動負債合計 68,457 65,547

固定負債   

社債 5,000 5,000

長期借入金 16,172 14,003

繰延税金負債 1,501 1,531

製品保証引当金 244 187

退職給付引当金 3,083 3,380

環境対策引当金 161 161

負ののれん 131 139

その他 888 567

固定負債合計 27,181 24,970

負債合計 95,639 90,518

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,150 13,150

資本剰余金 11,850 11,850

利益剰余金 8,572 9,093

自己株式 △653 △652

株主資本合計 32,920 33,441

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △393 △1,254

繰延ヘッジ損益 1 1

為替換算調整勘定 △325 △668

評価・換算差額等合計 △718 △1,921

少数株主持分 3,186 3,042

純資産合計 35,388 34,562

負債純資産合計 131,028 125,080
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 114,876 104,006

売上原価 86,544 76,859

売上総利益 28,332 27,146

販売費及び一般管理費 ※1  26,462 ※1  25,257

営業利益 1,869 1,889

営業外収益   

受取利息 48 28

受取配当金 196 149

負ののれん償却額 9 8

持分法による投資利益 34 35

その他 389 410

営業外収益合計 677 633

営業外費用   

支払利息 468 517

売上債権売却損 164 94

その他 260 306

営業外費用合計 894 918

経常利益 1,653 1,604

特別利益   

国庫補助金 － 47

固定資産売却益 1,168 7

投資有価証券売却益 478 0

貸倒引当金戻入額 4 12

事業構造改善引当金戻入額 － 31

事務所移転損失引当金戻入額 － 14

事業整理損失引当金戻入額 18 －

その他 3 7

特別利益合計 1,673 121
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

特別損失   

投資有価証券評価損 514 1,072

減損損失 － ※2  310

固定資産除却損 92 113

固定資産売却損 － 52

固定資産圧縮損 － 47

販売用土地評価損 1,111 －

たな卸資産評価損 501 －

貸倒引当金繰入額 － 507

製品保証引当金繰入額 － 138

製品点検費用等 － 386

事業構造改善引当金繰入額 － 117

事業整理損失引当金繰入額 52 －

その他 78 16

特別損失合計 2,350 2,763

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

976 △1,037

法人税、住民税及び事業税 1,076 745

法人税等調整額 △1,280 △1,711

法人税等合計 △203 △965

少数株主利益又は少数株主損失（△） 120 △138

四半期純利益 1,059 66
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 37,172 35,103

売上原価 27,829 25,374

売上総利益 9,342 9,728

販売費及び一般管理費 ※1  8,838 ※1  8,528

営業利益 504 1,200

営業外収益   

受取利息 16 7

受取配当金 49 41

負ののれん償却額 3 2

持分法による投資利益 12 12

その他 127 100

営業外収益合計 208 164

営業外費用   

支払利息 148 171

売上債権売却損 55 28

為替差損 99 77

その他 75 60

営業外費用合計 379 338

経常利益 333 1,027

特別利益   

固定資産売却益 1,165 7

投資有価証券売却益 3 －

貸倒引当金戻入額 0 0

事業構造改善引当金戻入額 － 33

製品保証引当金戻入額 － 153

事業整理損失引当金戻入額 177 －

特別利益合計 1,346 194
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（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

特別損失   

投資有価証券評価損 44 1,053

固定資産除却損 28 55

製品点検費用等 － 153

ゴルフ会員権評価損 27 －

貸倒引当金繰入額 － 197

その他 0 16

特別損失合計 101 1,476

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,579 △254

法人税、住民税及び事業税 396 174

法人税等調整額 299 △226

法人税等合計 695 △52

少数株主利益又は少数株主損失（△） △47 14

四半期純利益又は四半期純損失（△） 931 △216
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

976 △1,037

減価償却費 3,087 3,076

減損損失 － 310

販売用土地評価損 1,111 －

たな卸資産評価損 501 －

固定資産除却損 92 113

固定資産売却損益（△は益） △1,168 44

投資有価証券売却損益（△は益） △478 △0

投資有価証券評価損益（△は益） 514 1,072

ゴルフ会員権評価損 27 －

のれん償却額 92 93

貸倒引当金の増減額（△は減少） 82 504

賞与引当金の増減額（△は減少） △673 △394

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） － △731

事務所移転損失引当金の増減額（△は減少） － △224

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） △60 －

製品保証引当金の増減額（△は減少） △68 57

退職給付引当金の増減額（△は減少） 38 205

受取利息及び受取配当金 △245 △178

支払利息 468 517

為替差損益（△は益） 82 61

持分法による投資損益（△は益） △34 △35

売上債権の増減額（△は増加） △1,497 △5,912

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,557 1,036

仕入債務の増減額（△は減少） 7,207 3,317

未払費用の増減額（△は減少） 69 △69

その他 302 2,248

小計 5,872 4,076

利息及び配当金の受取額 243 180

利息の支払額 △398 △408

法人税等の支払額 △751 △1,357

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,966 2,491
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） △6 △25

有形固定資産の取得による支出 △2,487 △2,422

有形固定資産の売却による収入 1,884 30

投資有価証券の取得による支出 △167 △219

投資有価証券の売却による収入 621 13

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
支出

△8 －

その他 112 26

投資活動によるキャッシュ・フロー △49 △2,596

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 300 35

長期借入れによる収入 908 4,300

長期借入金の返済による支出 △2,330 △1,935

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △17

自己株式の取得による支出 △365 △0

自己株式の売却による収入 0 0

配当金の支払額 △973 △638

少数株主への配当金の支払額 △41 △50

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,502 1,693

現金及び現金同等物に係る換算差額 △24 177

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,389 1,764

現金及び現金同等物の期首残高 12,058 9,730

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 117 4

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  14,565 ※1  11,500
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1）連結の範囲の変更 

 第１四半期連結会計期間より、ダイケンホーム＆サービス㈱は重要性が

増したため、連結の範囲に含めております。なお、ダイケンホーム＆サー

ビス㈱はダイケンサービス㈱が当第３四半期連結会計期間において社名変

更したものであります。 

  

（会計方針の変更） 

 第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表における子会社及び関連

会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第22号 平

成20年５月13日）を適用しております。 

 なお、これによる連結の範囲の変更がないため、損益に与える影響はあ

りません。  

(2）変更後の連結子会社の数 

 24社 

２．会計処理基準に関する事項の変更 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用

しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号

平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間

より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第３四

半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、そ

の他の工事については工事完成基準を適用しております。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,385百万円増加、

営業利益及び経常利益は36百万円増加、税金等調整前四半期純損失は36百

万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

たな卸資産の実地棚卸の省略 当第３四半期連結会計期間末における棚卸高は、第２四半期連結会計期間

末に係る実地棚卸高を基礎として、合理的な方法により算定しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 57,547 百万円 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 58,786 百万円 

２．保証債務 

 下記会社等の銀行借入金に対し、次のとおり保証を

行っております。 

２．保証債務 

 下記会社等の銀行借入金に対し、次のとおり保証を

行っております。 

 当連結子会社からの住宅購入者 
 （住宅ローンつなぎ融資） 26 百万円 

 当社の土地購入者 7  

  計 34  

 ㈱とやま・ダイケンホーム 90 百万円 

当連結子会社からの住宅購入者 
 （住宅ローンつなぎ融資） 44   

 当社の土地購入者 8  

  計 142  

３．偶発債務 ３．偶発債務 

 債権流動化に伴う買戻し義務 2,246 百万円  債権流動化に伴う買戻し義務 1,379 百万円 

※４．国庫補助金の受入れにより、有形固定資産の取得価

額から控除している圧縮記帳額 

 ４．       ─────── 

 機械装置及び運搬具 47 百万円   

 ※５．期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。 

 なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の

休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に

含まれております。 

 受取手形 612 百万円 

 支払手形 1,063  

 ５．       ─────── 
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主なもの ※１．販売費及び一般管理費のうち主なもの 

 運賃保管料 8,291 百万円 

 貸倒引当金繰入額 99  

 給料手当 5,625  

 賞与引当金繰入額 529  

 退職給付費用 923  

 運賃保管料 8,004 百万円 

 貸倒引当金繰入額 98  

 給料手当 5,748  

 賞与引当金繰入額 582  

 退職給付費用 1,222  

 ２．       ─────── ※２．減損損失 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ

は以下の資産グループについて減損損失を計上しまし

た。 

  
場所 用途  種類 

徳島県鳴門市 山林 土地 

  
 当社グループは、事業用資産については管理会計上

の区分を基準とし、主として工場単位にグルーピング

を行っており、遊休資産については個別資産ごとにグ

ルーピングを行っております。 

 当第３四半期連結累計期間において、事業の用に供

していない遊休資産のうち、時価が著しく下落した資

産グループの帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該

減少額を減損損失（310百万円）として特別損失に計

上しました。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、正味売却価額の算定に当たっ

ては、不動産鑑定評価額を基に算定しております。 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主なもの ※１．販売費及び一般管理費のうち主なもの 

 運賃保管料 2,723 百万円 

 給料手当 1,846  

 賞与引当金繰入額 529  

 退職給付費用 311  

 製品保証引当金繰入額 3  

 運賃保管料 2,735 百万円 

 貸倒引当金繰入額 65  

 給料手当 1,904  

 賞与引当金繰入額 582  

 退職給付費用 405  
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式     130,875千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式      3,086千株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

配当金支払額 

   

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年12月31日現在） （平成21年12月31日現在）

 現金及び預金勘定 14,613 百万円 

 預入期間が３か月を超える定期預金 △48  

 現金及び現金同等物 14,565  

 現金及び預金勘定 11,565 百万円 

 預入期間が３か月を超える定期預金 △65  

 現金及び現金同等物 11,500  

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日 
定時株主総会 

普通株式  319  2.50 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金 

平成21年10月30日 
取締役会 

普通株式  319  2.50 平成21年９月30日 平成21年12月８日 利益剰余金 
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前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
住宅・建設資
材関連事業 
（百万円） 

住宅・建設工
事関連事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高  33,809  3,363  37,172  －  37,172

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高  146  △0  146 ( ) 146  －

計  33,956  3,362  37,318 ( ) 146  37,172

営業利益  497  7  504  －  504

  
住宅・建設資
材関連事業 
（百万円） 

住宅・建設工
事関連事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高  32,424  2,678  35,103  －  35,103

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高  411  330  742 ( ) 742  －

計  32,836  3,008  35,845 ( ) 742  35,103

営業利益又は営業損失（△）  1,314  △113  1,200  －  1,200

  
住宅・建設資
材関連事業 
（百万円） 

住宅・建設工
事関連事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高  101,755  13,121  114,876  －  114,876

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高  312  0  313 ( ) 313  －

計  102,068  13,121  115,190 ( ) 313  114,876

営業利益  1,758  111  1,869  －  1,869

  
住宅・建設資
材関連事業 
（百万円） 

住宅・建設工
事関連事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高  92,761  11,245  104,006  －  104,006

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高  801  898  1,700 ( ) 1,700  －

計  93,563  12,143  105,707 ( ) 1,700  104,006

営業利益又は営業損失（△）  2,041  △152  1,889  －  1,889
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 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分の主な製品 

前第３四半期連結累計期間 

(1）住宅・建設資材関連事業…エコ素材（繊維板）、木質内装建材、住宅機器等の製造、販売 

(2）住宅・建設工事関連事業…戸建住宅、マンション等の建築、販売及び建設工事の設計、施工 

（注）従来、住宅・建設資材関連事業の主要な製品と表記していた特殊合板については、前連結会計年度

に工業用特殊合板の事業を廃止したことに伴い、第１四半期連結会計期間から特殊合板に含まれる木

質内装建材の表記に変更しております。 

当第３四半期連結累計期間 

(1）住宅・建設資材関連事業…エコ素材（繊維板）、木質内装建材、住宅機器等の製造、販売 

(2）住宅・建設工事関連事業…戸建住宅、マンション等の建築、販売及び建設工事の設計、施工、住宅の修

繕及び施工 

３．会計処理の方法の変更 

前第３四半期連結累計期間 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．(1）に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）

を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、住宅・建設資材関連事業で営

業利益が１百万円減少し、住宅・建設工事関連事業で営業利益が15百万円増加しております。 

当第３四半期連結累計期間 

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事

契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しており

ます。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、住宅・建設工事関連事業で売上高が1,385百

万円増加し、営業利益が36百万円増加しております。なお、住宅・建設資材関連事業への損益影響はあり

ません。 

４．追加情報 

前第３四半期連結累計期間 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 「追加情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より当社及び国内連結子会社は、平成20年度の

法人税法改正を契機として経済的耐用年数を見直した結果、減価償却資産の耐用年数を一部変更しており

ます。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、住宅・建設資材関連事業で営業利益が167百

万円減少しております。なお、住宅・建設工事関連事業への損益影響はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期

間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１

日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31

日） 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期

間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１

日 至 平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31

日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日） 

有価証券については、当社グループの事業の運営において重要性がなく、かつ、当該有価証券の四半期連結貸借

対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しており

ます。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日） 

デリバティブ取引については、当社グループの事業の運営において重要性がなく、かつ、当該取引の契約額その

他の金額に前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 252.00円 １株当たり純資産額 246.66円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 8.18円 １株当たり四半期純利益金額 0.52円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

四半期純利益（百万円）  1,059  66

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  1,059  66

期中平均株式数（千株）  129,569  127,789

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 7.22円 １株当たり四半期純損失金額 1.69円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円）  931  △216

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）（百万円）  931  △216

期中平均株式数（千株）  129,123  127,789

26



  

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日） 

リース取引開始日がリース会計基準等適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりますが、取引残高に前連結会計年度末に比して著し

い変動が認められないため、記載を省略しております。 

  

 平成21年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 （イ）配当金の総額………………………………………319百万円 

 （ロ）１株当たりの金額…………………………………２円50銭 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年12月８日 

（注） 平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。 

  

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月６日

大建工業株式会社 

取締役会 御中 

明澄監査法人 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 向 山 典 佐 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 奥 村 茂 雄 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大建工業株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成

20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大建工業株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

追記情報 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月８日

大建工業株式会社 

取締役会 御中 

明澄監査法人 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 奥 村 茂 雄 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 塚 崎 俊 博 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大建工業株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大建工業株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

追記情報 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計

期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用し、第１四半期連結会計期

間に着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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